
 

令和３年９月３０日規則第５４号   

   新潟市特定歴史公文書の保存及び利用等に関する規則  

 （趣旨）  

第１条 この規則は，新潟市公文書管理条例（令和３年新潟市条例第３号。以下「条例」

という｡）第２３条に基づき，特定歴史公文書の保存及び利用等に関し必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条 この規則において使用する用語は，条例において使用する用語の例による。  

（特定歴史公文書の保存）  

第３条 市長は，特定歴史公文書を新潟市文書館条例（令和３年新潟市条例第５号）によ

り設置された新潟市文書館その他適切な場所において保存するものとする。  

２ 市長は，特定歴史公文書の保存場所の温度，湿度その他環境の整備について，適切な

措置を講ずるよう努めるものとする。  

３ 市長は，特定歴史公文書の長期保存及び利用のため，記録媒体の変換その他の必要な

措置を講ずるものとする。  

（目録の作成及び公表） 

第４条 条例第１０条第４項の規定により作成する目録には，次に掲げる事項（条例第１

２条第１項第１号に掲げる情報又は同項第２号の条件に係る情報に該当するものを除

く。）を記載するものとする。  

 （１） 分類  

（２） 名称  

（３） 当該特定歴史公文書を所管していた実施機関又は寄贈若しくは寄託した者の名

称又は氏名  

（４） 移管又は寄贈若しくは寄託を受けた時期  

（５） 利用制限の区分 

資料３－３ 



 

（６） 資料番号  

（７） 前各号に掲げるもののほか，適切な保存及び利用に資する事項  

（利用請求書）  

第５条 条例第１１条第１項第３号の規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。  

 （１） 利用請求に係る特定歴史公文書の資料番号  

 （２） 利用の方法  

 （３） 写しの交付の方法による特定歴史公文書の利用を求める場合にあっては，その  

  旨  

 （４） 利用請求をしようとする者の連絡先（法人その他の団体にあっては，当該利用

請求の担当者の氏名及び連絡先）  

２ 条例第１１条第１項の利用請求書は，別記様式第１号によるものとする。  

（利用決定通知書等）  

第６条 条例第１３条第２項の規定による通知は，別記様式第２号により行うものとする。 

２ 条例第１３条第３項の規定による通知は，利用請求に係る特定歴史公文書の全部を利

用させないことと決定したときにあっては別記様式第３号により，利用請求に係る特定

歴史公文書の一部を利用させないことと決定したときにあっては別記様式第４号により

行うものとする。  

（期間延長通知書等）  

第７条 条例第１３条第４項後段の規定による通知は，別記様式第５号により行うものと

する。  

２ 条例第１３条第５項後段の規定による通知は，別記様式第６号により行うものとする。 

（本人確認手続等）  

第８条 条例第１４条第１項及び第２項の規定により，提示し，又は提出する書類につい

ては，新潟市個人情報保護条例施行規則（平成１３年新潟市規則第３２号）別表の規定

を準用する。  



 

（第三者保護に関する手続）  

第９条 条例第１５条第１項又は第２項の規定により意見書を提出する機会を与える場合

は，別記様式第７号による第三者意見照会書によるものとする。  

２ 条例第１５条第１項又は第２項の意見書は，別記様式第８号によるものとする。  

３ 条例第１５条第３項の規定により，実施機関に対し意見書を提出する機会を与える場

合の手続については，別に定める。  

４ 条例第１５条第４項後段の規定による通知は，別記様式第９号により行うものとする。 

（電磁的記録の利用の方法）  

第１０条 条例第１６条に規定する電磁的記録の利用の方法は，次の各号に掲げる場合の

区分に応じ，当該各号に定める方法により行うものとする。  

 （１） インターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法による場合 閲

覧の用に供するための電子ファイルに変換したものの閲覧  

 （２） 前号に規定する場合以外の場合 印刷物として出力したものの閲覧又は交付。

ただし，当該電磁的記録全部を公開できる場合において，当該電磁的記録を専用機器

により再生したものの閲覧若しくは視聴又は磁気ディスク，光ディスクその他の電磁

的記録媒体に複写したものの交付が容易であるときは，当該再生したものの閲覧若し

くは視聴又は当該複写したものの交付により利用することができる。 

２ 前項に定めるもののほか，電磁的記録の公開の方法について必要な事項は，市長が別

に定める。  

（写しの交付に要する費用）  

第１１条 条例第１７条に規定する特定歴史公文書の写しの交付に要する費用は，新潟市

情報公開条例（昭和６１年新潟市条例第４３号）の費用負担の例による。  

（諮問をした旨の通知） 

第１２条 市長は，条例第１８条第２項の規定により諮問をしたときは，次に掲げる者に

対し，諮問をした旨を通知しなければならない。  



 

 （１） 審査請求人及び参加人（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１３条

第４項に規定する参加人をいう。以下この条において同じ。）  

 （２） 利用請求者（利用請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）  

 （３） 当該審査請求に係る特定歴史公文書の利用について反対意見書を提出した第三

者（当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）  

（特定歴史公文書の利用の促進に係る方法）  

第１３条 市長が別に定める特定歴史公文書については，条例第１１条から第１５条まで

及び第１８条に定める利用請求に係る手続のほか，条例第１９条の規定に基づき，別に

定める簡易な方法により一般の利用に供することができる。  

２ 市長は，特定歴史公文書について，国，他の地方公共団体その他の公共的団体が開催

する展示会，公共的目的を有する行事等において利用に供することが必要と認める場合

は，条例第１９条の規定に基づき，別に定めるところにより，当該特定歴史公文書を貸

し出すことができる。  

（移管元実施機関による利用）  

第１４条 条例第２０条の規定により，実施機関が特定歴史公文書の利用の請求を行う場

合の手続については，第５条及び第６条の規定にかかわらず，別に定める。  

（特定歴史公文書の廃棄）  

第１５条 条例第２１条の特定歴史公文書として保存されている文書がその重要性を失っ

たと認める場合とは，次に掲げる場合をいう。 

 （１） 当該文書の劣化が極限まで進み，判読及び修復が不可能で利用できなくなった

場合  

 （２） 当該文書が，他の特定歴史公文書と内容が同一で，かつ，不必要に重複してい

る場合  

 （３） 当該文書が，実際には特定歴史公文書でないことが判明した場合  

（委任）  



 

第１６条 この規則に定めるもののほか，この規則を実施するために必要な事項は，別に

定める。  

   附 則  

 この規則は，新潟市文書館条例（令和３年新潟市条例第５号）の施行の日から施行する。 



 

別記様式第１号（第５条関係）  

 

 

 



 

別記様式第２号（第６条関係）  

 

 

 



 

別記様式第３号（第６条関係）  

 

 

 



 

別記様式第４号（第６条関係）  

 

 



 

別記様式第５号（第７条関係）  

 

 

 



 

別記様式第６号（第７条関係）  

 

 



 

別記様式第７号（第９条関係）  

 

 



 

別記様式第８号（第９条関係）  

 

 



 

別記様式第９号（第９条関係）  

 

 


